研修会・発表会開催及び経費申請書作成のための参考資料

以下の点に留意されて申請書を作成していただきますようお願いいたします。
【開催申請書】

　経理事務担当者は、申請者の所属機関に属する者に限ります。実際に発表会・研修会の経理実務をご担当される方をお書きください。
　
【経費申請書】

　厚生労働科学研究費補助金取扱細則(以下「細則」という)に従って処理してください。申請時に記載のなかった項目は、経費として認められません。
1） 謝金
　講演者、パネリスト、座長に対して支払うもので、申請者の所属機関の規定をご使用ください。
ただし、がん対策研究を含むすべての厚生労働科学研究の研究代表者及び研究分担者には支給できません。
2） 旅費(日当及び宿泊料含む)
「細則」の別表第4「旅費」に記載されている通り。

1) 運賃(鉄道賃、船賃、航空賃等)

「※同一地域内」の同一地域とは市、町、村、都内23区をそれぞれ一つの地域とみなします。市や区をまたげば同一地域とはなりません。
     イ）日当
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ※別表第４の日当について、１日の行程が鉄路100㎞、水路50㎞または陸路25㎞未満の場合は、日当の定額の２分の１とし、運賃と比べて高い方の額を支払ってください。

3） 設備備品費

１回限りの研修会、発表会ですので、設備備品費は認められません（延長コード、テーブルタップ、ランケーブル、レーザーポインター、マウスパッド、ラック、ネームカード入れなどは不可）。機器が必要な場合はレンタルを原則としています。購入した場合は返金対象となります。
4） 消耗品費

　　　　適正な使用量が判別しにくいことから、今年度から認めないことにいたしました。
　　　

5） 賃金
申請者が所属する研究機関が定めている規定等によるものとし、「人件費」の項目に入れてください。当日スタッフと、研修会・発表会の準備や事後処理などのために特別に雇い入れた人に適用し、申請者が以前から雇用していた秘書などが通常の勤務時間内に行った仕事に対しては支払えません。
申請者が所属する研究機関が定めている規定で支払う場合は、経費申請書にその旨を記載してください。
6） その他
　　●交付金　　全額使い切る必要はありません。余剰金については経理書類をご提出される前に、当方へご一報ください。ご返金の手続きをご案内いたします。
●通信運搬費　　当該発表・研修会に使用した料金であることが証明できる　場合に限り交付対象とします。会計報告書ご提出の際、送付先一覧（個人名などは伏して）を添付していただきます。
●印刷製本費　　参加者に配布する資料やプログラム、ポスター、チラシなどを対象とします。既存資料の復刻など部当たり単価が高くつくオンデマンド印刷は認められません。
●会場　　借りる場合はできるだけ公的機関の施設を利用し、ホテルなどは避けてください。
●会議費　　飲料代(アルコールは除く)は事前打ち合わせや用務に係る場合のみ認められ、必要最小限にとどめること。弁当・菓子代や研修・発表会終了後の会議費、及び懇親会費は認められません。また、受講者ら参加者に飲食を提供することはできません。
●委託費　　経費総額の２分の１以内にしてださい。会場設営費、通訳、ポスターデザイン・制作、看板制作などを複数の会社に依頼した場合も、委託費総額が２分の１を超えないようにしてください。特に企画会社や教育機関、ＮＰＯなどへの「丸投げ」は厳禁です。

また、通訳、ポスターデザイン・制作、ビデオ撮影など、個人への委託・契約は認められません。事業所と必ず委託契約書を交わしてください。

【変更届出書】

　　会場の変更。プログラム内容の変更（講演会からパネルディスカッションへの変更、実技の有無、実技内容など）、経理担当者の異動など、申請内容に変更が生じる可能性が出てきた場合は、必ず事前に当方にご一報ください。変更の可否を決定するのは、所属機関ではなく、事務局です。その後、変更届出書をご提出いただくことになります。
届け出がないまま開催されますと、内容によっては返金していただくことになります。

　　

以上
